
②決算見込み内訳 単位：千円

不用額理由

繰越
（翌年度支払いに変更。）

(１)仮設等 94,260,126 69,800,468 52,503,160 17,297,308 17,297,308

(２)エネルギー 11,969,160 12,405,759 10,859,489 1,546,270 1,546,270

(３)テクノロジー 9,173,896 10,724,337 6,764,177 3,960,160 3,960,160

(４)輸送 8,254,805 2,766,764 528,467 2,238,297 2,238,297

(５)輸送
　（大会開催経費分）

3,558,870 160,479 183,368 ▲ 22,889 ▲ 22,889

(６)セキュリティ 14,690,882 8,329,520 8,174,639 154,881 154,881

(７)セキュリティ
　（大会開催経費分）

5,375,413 3,302,056 3,278,700 23,356 23,356

(８)オペレーション等 3,349,767 2,662,295 841,800 1,820,495 1,820,495

計 150,632,919 110,151,678 83,133,800 27,017,878 27,017,878

共同実施事業　令和元年度決算（見込）について

項　目
令和元年度
当初予算額

令和元年度
補正後予算額

令和元年度
決算見込

令和元年度
補正後予算額

に対する不用額

①概要
令和元年度共同実施事業の負担金については、当初予算として約1,506億円(オリ分約1,329億円、パラ分177億円)を計上したところであるが、

11月末現在の執行状況見込みは、約405億円(オリ分385億円、パラ分20億円)の不用額が生じる見込みであった。

そこで、令和元年度最終補正予算により約405億円の減額補正を行い、約1,101億円（オリ分944億円、パラ分157億円）を最終予算として再計上した。

3月末時点の執行状況見込は約831億円（オリ749億円、パラ82億円）であり、約270億円（オリ195億円、パラ75億円）の不用額が生じる見込みであるが

（補正予算に対する執行率75.5％)、不用額については、令和2年度予算への繰越を予定している。
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